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本日お話する内容

1. 技術支援の全体像
2. 新技術についての情報提供

① 昨年度の技術調査及び今年度実施中の技術調査
② 「人と環境に優しい船」勉強会の開催
③ 内航ラボ

3. より使いやすい制度を目指して
① 2020年度制度改正要求事項と2019年度制度改正事項
② 労働環境改善船(基準適合品の周知、機器追加の検討)

4. 建造中・建造後の技術支援の最新情報
① 不具合事例の取りまとめ
② 船陸間通信サービスの現状と今後の見込み
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1. JRTTの技術支援の全体像
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新技術の調査研究結果を船主に情報提供
優れた技術を普及

一定の技術基準をみたす船舶の金利を優遇
優れた船舶を普及

共有期間中、トラブル対応など継続してサポート

・基本設計の確定を支援、省エネ機器の検討等を支援
・離島航路旅客船の検討段階に航路調査、造船所決定等を支援

① 新技術の情報提供 ② 政策支援

③ 計画段階の支援

④ 船舶建造の支援

⑤ 就航後の支援

建
造
前

（
提
案
）

建
造
中

（
執
行
）

建
造
後

（
相
談
・
解
決
）

（※）共有建造する事業者様に、建造進捗状況等をわかりやすく記載した
「工事監督の結果」をお知らせします（2017年10月以降内定の共有船）

工事監督

海上試運転

船舶の品質を確保

船舶の品質を維持

船舶の性能を確保
地域交通を維持

・機構の技術者が図面審査、工事監督を実施、監督結果を報告※）

・不具合事例の原因分析、周知等による再発防止

今後、充実さ
せていきます

 先進CO2低減化船船型
を利用した低燃費化

 SOx規制強化対策
 船員確保対策のための

労働環境改善船の導入
 バリアフリー対策

計画決定前にご相談下さい!

燃費、SOx、
船員、ﾊﾞﾘﾌﾘ
･･･

・より早い段階から支援を実施。
・新技術導入、環境対策、

バリアフリー対策への支援を充実。
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2.① 昨年度の技術調査及び今年度実施中の技術調査
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2018年度の主な技術調査

今年度実施中の主な調査

SOxスクラバーのレトロフィット試設計 …1万トン級旅客船へスクラバー(オープ
ン方式)を搭載する際の試設計を実施

A重油使用による内航船の省力化に関す
る実態調査

…A重油への切替えにより、一部の機関
部作業が軽減化されることを裏付ける
データを取得

CO2排出量の評価手法に関する調査
資料2-3参照

…省エネ格付制度(本格運用を想定)におけ
る省エネ率計算式で現存共有船を評価

資料3-2参照

SOxスクラバーのレトロフィット試設計 …1万トン級・3000トン級フェリーへス
クラバーを搭載する際の試設計を実施

省エネ母船型のバリエーション拡大に関
する調査

…海技研等が開発した省エネ船型を、よ
り使いやすく改良

資料2-3参照

資料3-2参照

代替燃料を活用した常時混焼原動機シス
テムに関する調査

…重油と水素等の混焼エンジンを搭載す
る内航船の概略設計等 6枚目参照

音声情報を活用した着桟操船支援システ
ムに関する調査

…着桟時に、操縦者に対して針路・速力
等の指示を行うシステムの実証検証等

7枚目参照



2.① 代替燃料を活用した常時混焼原動機システムに関する調査
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6

 世界的に環境規制が強化されていく方向。
例:IMO GHG削減戦略、SOx規制強化

 規制対応手段として、ガス燃料やアルコール燃料
(メタノールやエタノール)など炭素と水素の質量
比(C/H)が小さな代替燃料の活用が着目される。

 環境規制達成のためには、⾧期的には、重油から、
LPG、LNG等の代替燃料へ、更には水素へとC/H
の小さな燃料への移行が必要。

 2020年に液化水素運搬船が就航予定。
 就航後は、水素が安価に供給される可能性。

【川重試算】
(現在)100円/Nm3 →(2020年代後半)30円/Nm3

液化水素運搬船(2020年就航予定)

背景
環境規制の強化と代替燃料への注目環境規制の強化と代替燃料への注目 水素の安定供給の可能性水素の安定供給の可能性

調査概要調査概要
 信頼性の高いディーゼルエンジンの⾧所を生かしつつ、環境性能

を高める方法として、混焼が考えられる。
 本調査では、LPG、LNGと水素の常時混焼エンジンの技術的な可

能性や開発見通しについて分析等を行う。
重油 or
LNG

代替燃料

水素 or 
LNG or 
LPG

常時混焼エンジンのイメージ

【調査内容】
1. 混焼エンジンと既存エンジンとの機器の違いや運転可能条件等を検討

①重油-水素 ②重油-LPG ③重油-LNG ④LNG-水素 ⑤LNG-LPG
2. 1.の結果、内航船への搭載が現実的と思われるものについて、概略設計

を実施し、法的・技術的課題を抽出

3. 建造費用、運航費用、省エネルギー効果の試算等を実施
⇒①重油-水素について、概略設計を実施中(10月現在)



2.① 音声情報を活用した着桟操船支援システムに関する調査
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○ 少人数で運航される内航船の場合、船⾧が単独で操船にあたる場合も多く、ま
た頻繁に出入港を繰り返すことから、船⾧の負担は非常に大きなものとなる。

○ 近年は若手船員の数が増加傾向であり、業界が人手不足に悩む中で、早急な若
手育成が期待される。

背景背景

調査概要調査概要

出入港時の操船作業については、音声を用いた着桟操船支援システムにより負担を軽減でき
る可能性があり、次の事項を調査中。

【調査内容】
1. 船員の負担軽減技術に関する情報収集

(音声にこだわらず)まずは船員の負担軽減技術全般の研究開発状況につい
て調査を実施し、技術の概要や課題、今後の普及の見通し等を明らかにす
る。

2. 音声を用いた着桟操船支援システムの調査
① 現状把握

音声を用いた着桟操船支援システムの現在までの開発・普及状況及び今
後の開発見通し、内航船舶への導入可能性等について検証を実施。

② 実証検証
①の内容について、実証検証を行う。

システムのイメージ

(音声指示)
目標まであと50m
針路を320度に変更せよ
船速を4ノットに下げよ
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2.② 「人と環境に優しい船」勉強会の開催
○ 8月26日に、第1回「人と環境に優しい船」勉強会を開催。計40社56名が受講。
○ 第1回勉強会は「電気推進技術」を軸に、事務局と3名の有識者が講演。
○ 今後「自動化」「省エネ性能」など、電気推進船についての特定の事項を切り

口として、年数回程度の頻度で勉強会を開催予定。 第1回勉強会の様子

第1回勉強会の演題と講演内容

SESの総括(事務局・阿部)

 SESは騒音低減、高い省エ
ネ性、堅牢性などの効果が
あるものの、推進機器が高
価で複雑、保守整備が煩雑
といった課題も。

2軸CPPﾂｲﾝｽｹｸﾞ型SESの省エネ効果と今
後(日本船舶技術研究協会・加戸講師)

 SESの新たな推進方式とし
て、2軸CPPツインスケグ
型とすることが期待される。

 同方式のSES運航事業者に

2軸CPPﾂｲﾝｽｹｸﾞ型SESの省エネ効果と
今後(ヤンマー㈱・⿁追講師)

 2 軸 CPP ツ イ ン ス ケ グ 型
SES就航船の6年間運航実
績データ分析の結果、省エ
ネ性能は、建造計画目標値

ﾘﾁｳﾑｲｵﾝﾊﾞｯﾃﾘｰの利用によるﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ化
の可能性(ヤンマー㈱・⿁追講師)
 LNG燃料や水素燃料電池とリチウムイオ

ン・バッテリーを併用した推進システムの
陸上試験を実施。

 結果、負荷変動をバッテリーで吸収できる
ことを確認。

 実際のSESでは、発電機3台並列運転での
運航を行っているケースもあるが、バッテ
リーの併用により2台の発電機による高効
率運航が可能となる。

電気推進船等に関する欧州視察結果等
(事務局・土屋)

 電池推進船の動向について、
ノルウェーの現状を視察。

 視察の結果、充電作業や操
船は極度に簡略化されてお

電池推進船「e5」コンセプトの照会
(e5ラボ・末次講師)

 デジタル情報革命により、
運輸分野においても技術の
変化が激しくなっている。

聞き取り調査を実施し、高い操船性能・
騒音防止性能があることを確認。

 建造費用については、749総トンタンカー
で通常型と8～11%増加と試算。

どおり、従来船比10%向上との結果が得ら
れた。

 ただし、積荷の関係で満載航海していない航
海も多く、分析した航海毎のデータにばらつ
きが見られる。今後も追跡調査を行い、より
多くのデータ分析が必要。

 499GTのケミカルタンカーでは、約17年
で初期コストを回収できるとの結果

り、電池推進船が労働環境改善に資するこ
とを確認。

 補助金や電力事情など我が国とは異なる事情
があるものの、船員不足や世界的な省エネ指
向を踏まえると、我が国においても電池推進
船の早急な普及を図るべきではないか。

 このような先端技術は、従来の技術とは全
くの別物。

 e5ラボでは、先端技術を誰もが、いつで
も、簡単に、最低のリスクで、かつ適正な
コストで扱えるよう規格化・標準化を進め
ている。

第4部で詳解



2.③ 内航ラボ
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共有船主等

変化が激しく多様化する技術をうまく利用する
ため、小さく試して可能性を見極める必要性

やる気の
ある船社

 中 韓 と の 受 注 合 戦
 外 航 海 運 不 況

○ 新技術の試行検証を行いたい舶用機器製造事業者・商社等と、新技術による省力化・省エネ等
の効果を自船で体感したい船社との間を仲介する「内航ラボ」事業を実施予定。

○ 現在、詳細検討中。関心のある方はぜひお問い合せ下さい。

国 大手製造事業者
大手造船所

国研

技術開発

外航大型船
新技術

内航船

IT・環境関連を始めとする目まぐるしい技術の進展
に、大規模技術開発では対応困難となっている。

補助
製造事業者

造船所

ｱｳﾄｻｲﾀﾞｰ
(IT企業等)

技術開発

「小回り」の効く内航船で試行

オープンイノベーションの時流にも適合

製造事業者
造船所

商社 等 試行したい新技術の情報

試行への協力要請(照会)

試行に協力的な共有船主等
仲介 仲介

これまでの技術開発 これからの技術開発

以上の動向を踏まえ、具体的な事業内容は以下を想定

試行したい新技術の募集
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③ 内航ラボ

3. より使いやすい制度を目指して
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3.① 2020年度制度改正要求事項と2019年度制度改正事項
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項 目 内 容 制度改正理由
既存共有船への硫黄
酸化物放出低減装置
（スクラバー）

硫黄酸化物放出低減装置（スクラバー）を設置した既存共有船へ
の負担軽減

＜概要＞
○申込期間:2019、2020年度の２年間
○対象船舶:既存共有船舶のうち、硫黄酸化物放出低減装置（ス

クラバー）の設置工事を完了した船舶
○軽減内容:設置工事の完了を確認した日から共有期間満了まで、

金利軽減（▲0.05％）を措置

令和2年1月から開
始されるSＯx規制
強化への対応

ＬＮＧ燃料船 スーパーエコシップ（SES）のみが対象であった「環境負荷低減、
物流効率化等に資する新技術を採用した船舶」にLNG燃料船を追
加。

＜概要＞
○金利軽減（▲0.3％）を措置

LNG燃料船等の先
進船舶の開発と普
及の促進

(参考)2019年度制度改正事項

2020年度制度改正要求事項
項 目 内 容 制度改正理由

ジェットフォイルの
建造支援

ジェットフォイルの共有建造にあたり、共有期間を延⾧（通常９
年 → 最大１５年）する場合の共有比率上限の引き上げ。

＜概要＞
○共有比率上限:７０％以下に見直し

（現行の共有比率上限:４５％以下）

老 朽 化 の 著 し い
ジェットフォイル
の代替建造の促進



3.② JRTT基準適合品の周知(1)
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政策支援を目的として、政策要件をみたす船舶の金利を優遇しているところ、
当該政策要件を満たすために設置が必要な機器にも基準を設定。

労働環境改善船

目的

このような基準に適合する機器を広く募集し、その一覧表を作成し機構HPで公表。
計画段階での仕様の検討材料として活用。

対象機器の例
二酸化炭素低減化船

●船陸間通信設備・船内LAN・
Wi-Fi設備

●機関データロガー

●航海情報集約表示装置

● 船員室の遮音

遮音扉 遮音材

● 居住区の遮音

機関室で発生した
騒音が伝搬しない
よう措置すること

●推進効率向上設備

SGプロペラ ＣＦＲＰプロペラ プロペラ・ボス・
キャップ・フィン

●運航改善設備
シリングラダー



3.② JRTT基準適合品の周知(2)
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◆JRTT HPに労働環境改善船の説明と共に、基準適合機器の一覧を掲載。
（https://www.jrtt.go.jp/02Business/Vessel/vessel-gaiyoL.html）



3.② 労働環境改善船の設備要件等の充実化検討
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○ 船員不足や高齢化対策にさらに貢献するため、労働環境改善船の設備要件等の充実化を検
討中。現在、どのような設備等の追加が望ましいかを検討するため、情報収集を実施中。

○ 設備等の追加要望やご意見等ございましたら、ご連絡ください。

検討中の設備等

船舶向け遠隔・安全管理支
援システム

チャット型医療相談サービス

○ メドピア㈱が提供中。
○ 本人は匿名、医師が実名にて健

康・医療相談に応じるサービス
○ 相談は、チャット形式とTV電話

形式
○ 相談内容は、内科、精神科、眼

科、整形外科等、幅広く網羅
○ 海外在住の日本人医師が3割を

占め、24時間対応可能。
○ 2019年8月現在、350社30万人

以上にサービス提供。
○ 内航船社では、浪速タンカーが

導入

チャット相談 TV電話相談

出典:メドピア㈱ウェブサイト等

○ 日本無線㈱が提供中。
○ 船員の健康状態を常に陸上オ

フィス側で把握・管理するシス
テム

○ 血圧・脈拍・体重・体温・歩数
を収集。

○ 血圧や体温の上昇を検知し、問
診を促す機能も搭載。

○ 今後、落水検知機能の追加や、
AIによる画像検診の実施も検討。

出典:日本無線㈱ウェブサイト等

船版アラウンドビューモニタ

自動車用アラウンドビューモニタ

○ 日産自動車㈱が、自車を真上か
ら見下ろしているかのような映
像によって、駐車時に自車と駐
車位置の関係をひと目で確認で
きる「アラウンドビューモニ
タ」を2007年に開発。

○ 船舶にも導入することで、出入
港時の自船と着桟位置の関係の
確認や、自船の周辺で動く物体
の検知が可能となり、運航時の
安全確認や負担軽減に貢献。

出典:日産自動車(株)ウェブサイト等



本日お話する内容

1. 技術支援の全体像
2. 新技術についての情報提供

① 昨年度の技術調査及び今年度実施中の技術調査
② 「人と環境に優しい船」勉強会の開催
③ 内航ラボ

3. より使いやすい制度を目指して
① 2020年度制度改正要求事項と2019年度制度改正事項
② 労働環境改善船(基準適合品の周知、機器追加の検討)

4. 建造中・建造後の技術支援の最新情報
① 不具合事例の取りまとめ
② 船陸間通信サービスの現状と今後の見込み
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4.① 不具合事例の取りまとめ

共有船の建造契約における不具合等発生件数

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018

納期遅延 １ ２ ９ ２ １ 3
保証速力

未達 ０ １ ０ ０ ０ ０
保証DWT

未達 １ １ ２ ０ ０ ０

発生件数計
(発生隻数計)

【共有船隻数】

２
(2) 

【37】

４
(3) 

【26】

11
(9) 

【22】

２
(2) 

【19】

１
(1) 

【21】

3
(3)

【16】

（隻数は竣工ベース）

＜状況＞

＜対策＞

• 直近4年間の共有船舶約90隻で発生した不具合等について、その具体的な事例と原因を
整理して2018年8月に取り纏め。

• 技術支援セミナー、建造支援セミナーで概要を説明。
• 現在、技術打合せにおいて、共有事業者、造船所と情報共有を実施中。

16

《不具合発生の考えられる要因》
設計部門、製造部門とも仕事量に見合う人員が配置できていない。（人員不足）
経験豊富な社員の退社等により若手社員を育成しているが、育成が追い付いてい

ない。（技量の低下）

不具合等の発生抑止にはＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）
サイクルを恒常的に回すことが有効。

そのため、実際に発生した不具合等の原因を分析し、再発防止
を図るためその情報を関係者間で共有することが必要。

機構では、良質な船舶建造に資するべく、建造段階における建
造監督に注力しているものの、不具合発生や性能未達成をゼロ
には抑えられていないところ。

また、契約納期に間に合わない納期遅延も数件発生している。



4.② 船陸間通信サービスの現状と今後の見込み
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○ 内航船における船陸間通信は、通信装置とSIMカード※1を一体で提供するものが主流であり、定額で
データ通信に制限のない携帯電話3Gサービスを利用しているのが現状。

○ しかし、携帯電話3Gサービスは2020年代半ばまでに停止される予定。
○ 今後は海上においても携帯電話4G（LTE）サービスが主流になってくるが、そのサービスエリアは

3Gサービスとほぼ同等であるものの、料金体系（現状では定額制となっていない）が課題。

3Gサービス 4G（LTE）サービス

サービスエリア 陸岸から概ね30~40km ほぼ3Gと同等

通信速度※ 受信時最大 14Mbps
送信時最大 5.7Mbps

受信時最大 100Mbps
送信時最大 37.5Mbps

通信料金 定額制 データ量に応じ課金

(参考） 携帯電話3Gサービスと4G（LTE）サービスの比較

○ 通信装置とSIMカードを別々に準備することにより料金、データ通信量等によりサービスを選択可能。
○ SIMカードは大手通信会社が提供するものの他、MVNO※2が提供するもの（格安シム）も利用可能。
○ 格安シムの中には、比較的低価格・大容量のデータ通信サービスを提供しているものもあり。
○ なお、携帯電話3Gサービスが停止される2020年半ばには、次世代の携帯電話5Gサービスが普及す

ると思われ、一世代前の携帯電話4Gサービスは、より低価格・大容量で利用可能となることを期待。

通信装置及びアンテナの例
モバイル通信機能
内蔵ルーター

船陸間通信サービスの現状

携帯電話4G（LTE）サービスの課題への対応及び今後の見込み

※1 SIMカード
※2 MVNO

: 加入者を特定するためのID番号が記録されたICカード。通信装置に挿入することにより通信が可能となる。
: 仮想移動体通信事業者。無線通信回線設備を開設・運用せずに、大手通信会社の提供する移動通信サービスを利用する
こと等により移動通信サービスを提供する電気通信事業者。

※ ある船陸間通信サービス提供会社での事例。会社により通信速度は異なる。



参考資料
For your reference
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【参考】政策的に建造を推進すべき船舶

19

• 共有船舶建造制度では、環境対策、物流効率化、少子高齢化対策等の国内海運政策を実現するため、建
造対象船舶を以下の政策目的に適合した船舶としている。

• また、船舶の種類毎に、船舶の構造、設備等の技術的な基準（技術基準）を定め、共有建造の条件とし
ている。

政策目的 船舶の種類

内航海運のグリー
ン化対策

スーパーエコシップ ○電気推進システムを採用することにより、環境負荷低減、物流効率化等が図られている
船舶

LNG燃料船（H31～） ○LNGを燃料として使用する船舶

二酸化炭素
低減化船

先進二酸化炭素
低減化船 ○トン・マイル当たりの二酸化炭素排出量が従来船に比べ16％以上低減可能な船舶

高度二酸化炭素
低減化船

○省エネに資する設備等（※）を搭載し、二酸化炭素排出量を低減可能な船舶。省エネ設
備ごとの省エネ率を単純加算することで、12％以上の低減率を達成する船舶。

一般二酸化炭素
低減化船

○省エネに資する設備等（※）を搭載し、二酸化炭素排出量を低減可能な船舶。省エネ設
備ごとの省エネ率を単純加算することで、10％以上の低減率を達成する船舶。
※推進効率向上装置（NHVプロペラ、大直径プロペラ等）

運航改善設備（特殊舵、可変ピッチプロペラ、サイドスラスタ等）
廃熱等回収設備（排ガスエコノマイザ、軸発電機装置等）を認定

海洋汚染防
止対策船

二重船底構造船 ○油等の流出を防止のための構造等を有する船舶
タンカー及び特殊タンク船の二重船底化等

二重船殻構造船 ○より海洋汚染の防止に資する船舶の構造を有する船舶
タンカー及び特殊タンク船の二重船殻化等

離島航路等の維
持・活性化対策 高度バリアフリー化船

○バリアフリー化の高度化・多様化のための設備等の基準（乗降用設備、出入口、客席、
通路、階段、昇降機、便所、食堂、遊歩甲板、案内板に関する基準）及び公共交通移動等
円滑化基準等に適合する船舶

上乗せ要件

労働環境改善船（H30～） ○船員の労働負担軽減及び居住環境改善に資するための措置等を講じた船舶



【参考】計画段階における技術支援の概要
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 JRTTの技術スタッフが新技術や省エネ機器の導入、環境規制対策への支援を実施。
 離島航路旅客船については、検討段階に航路調査、造船所決定等を支援。

計画段階の支援

離島航路就航支援計画段階でのきめ細かい技術支援の展開

【最新技術へのアクセス支援】
• 専門の技術スタッフが、スーパーエコシッ

プ（電気推進船）や新技術の導入を支援

【計画段階での技術支援】
• 建造仕様が確定される前の計画段階から共同

建造事業者等に対して技術支援を実施
• 労働環境改善船や先進二酸化炭素低減化船の

導入促進

打合せ風景労働環境改善船

【背景】
• 離島旅客船の4分の1が船齢15年以上と、老朽化が

進んでいる。
• 離島航路の新造船を建造する場合は、航路改善協議

会を開催し離島航路確保維持計画を作成する他、建
造計画の策定等、広範かつ専門的な知見が必要

• 離島航路旅客船事業者の中には、これらに関するノ
ウハウが少ない事業者が存在することから、円滑な
代替建造が進まないリスクが存在。

【JRTTの取組】
• 航路改善協議会に参加し、生活交通ネットワーク

（離島航路確保維持計画）策定のために、航路・港
湾調査等を実施し、建造船舶の仕様の作成を支援

• 造船所選定の企画競争の条件設定のため、建造計画
書、造船所の評価基準等の作成を支援

<参考>2018年度の離島航路就航支援
建造実績:6隻

とびしま(2016年度就航)



【参考】ウェブ会議を用いた技術打合せの実施
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 JRTTは、共有船舶建造過程において事業者及び職員の負担軽減を図り「働き方改革」に貢
献するため、インターネットを使った「ウェブ会議」を積極的に活用する方針。

 JRTTのウェブ会議システムは、共有建造事業者・造船所は無料で利用可能で、セキュリ
ティも確保されていますので、ウェブ会議を積極的にご利用ください。

JRTTと事業者との各種打合せについて、これまで
は原則どちらかが出張することにより対面で実施

双方に
時間的・経済的負担が発生!

造船所・海運事業者の協力を得てウェブ会議で
の技術打合せを2月に試行。以下の効果を確認。
 図面や技術資料を用いた説明も、画面に映すこ

とで支障なく行える
 多数の者が複数の場所から同時に参加可能
 若手技術者を同席させることにより育成の効果

も期待できる
 時間的・経済的負担を大幅に軽減

JRTT側

造船所側

(1)インターネットに接続されたPC
・専用ソフト等のインストールは不要
・下記のウェブブラウザが必要

(2)ウェブカメラ

(3)マイク

Internet Explorer
※バージョン11以上

Google Chrome
※アドイン追加が必要

Mozilla Firefox
※アドイン追加が必要

(1)JRTTから招待メール送付

(2) Webブラウザでメール記載URLにアクセス、各種設定、参加
Web会議希望事業者 招待メールの例

メール画面

アクセス

各種設定 会議開始

設定後

背景 ウェブ会議を用いた技術打合せの試行(2/21)

ご準備頂くもの ご利用の流れ
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【参考】地方自治体等への技術支援

「おおしま7」（188GT）

１．愛媛県新居浜市
（平成２１年度）

「大函丸」（1,912GT）

２．青森県大間町
（平成２３年度）

「高速船甑島」（197GT）

３．鹿児島県薩摩川内市
（平成２４年度）

「さざなみ」（55GT）

４．広島県大崎上島町
（平成２５年度)

「とびしま」
（19GT）

５．愛媛県今治市
（平成２８年度）

【支援実施済(一例)】（公営／公設民営）

【支援実施中(一例)】（建造準備中）

竹島（三島村） 宮之浦港 （屋久島）

○ 航路調査を実施
○ 航路改善協議会に参加し、生活交通ネットワーク（離島航路確保維持計画）策定のために、

建造船舶の仕様（要目票）の作成支援
○ 造船所選定の企画競争の条件設定のため、建造計画書、造船所の評価基準等の作成支援

地方自治体等への機構の支援内容（早い段階から委託を受けて実施可能。）

「フェリーとしま２」
（1,953GT）

６．鹿児島県十島村
（平成２９年度）

７．山口県下関市
（平成２９年度）

「蓋井丸」（49GT）

１．鹿児島県三島村 ３．鹿児島県屋久島町２．香川県観音寺市

伊吹島 （観音寺市）

計画決定前でも、前広にご相談ください。

○ 日本は６千８百余の島嶼を有し、人々が暮らす島嶼は４百余
○ 離島航路は約300航路あり、離島旅客船約500隻のうち4分の1が船齢15年以上



【参考】船舶建造の支援及び就航後の支援
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 建造段階では、JRTTの技術スタッフが図面審査、工事監督を実施。監督結果は共同建造事業
者と共有。また、過去の不具合事例を取り纏め、関係者への周知により再発防止を実施。

 就航後、共有期間中はトラブル対応など継続してサポートを実施。

建造段階・就航後の支援

就航後の技術支援建造段階での技術支援

• 建造段階において、性能未達成、工程遅延や
不具合の発生のケースを完全にゼロに抑える
ことができていない状況。

• このため、JRTTではPDCAサイクルを恒常的
に回し、体系的な業務改善を図っている。

• 具体的には、計画段階での船舶の性能予測精
度の向上、建造段階における不具合事例のと
りまとめと関係者への情報共有、建造進捗状
況や工事監督結果の共有事業者への通知に関
する取組みを実施。

• 保証ドック への立会い、不具合や海難事
故発生時のドックへの立会い支援、修繕工
事やメンテナンスに関する助言等 の積極
的なアフターケアを実施中。

保証ドックへの立会い不具合事例の取りまとめ(内容は後述)



【参考】営業段階における技術支援の展開
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共有建造船舶に対する技術支援は、離島航路旅客船と離島航路旅客船以外で支援の度合いが異なっていた。
（１）離島航路旅客船
（２）離島航路旅客船以外

建造発意 建造決定 建造申込 内定 契約 竣工

船主

JRTT(営業部門)

JRTT(審査部門)← 営業 → ←共有建造申込支援→

← 審査・契約手続き →

←仕様・設計審査、工務監督、性能確認→

造船所
← 建造工事 →

← 関係者調整・建造検討 →
← 資金検討・要求仕様策定 →

←引き合い・造船所選定・仕様決定→

←見積り・基本計画策定・仕様策定→

← 申込書類準備 →

← 設計・資材手配 →

技術支援として、基本計画や仕様の検討に積極的に関与
(より高い政策目的への誘導や最新の技術要素を取り込んだ建造を後押し)

⇒ 共有建造の申込み前から、基本計画や仕様の策定など積極的に関与(能動的支援)
⇒ 共有建造の申込み後に、決定された仕様や工程などを確認(受動的支援)

～2017年度

2018年度～ 営 業 段 階 に お け る 技 術 支 援 の 展 開

JRTT(技術部門)
～2017年度2018年度～

←より高い政策目的への誘導、最新の技術要素を取り込んだ設計の支援→


